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一�

、
は
じ
め
に
～
日
本
経
済
の
長
期
的

な
課
題

　

本
稿
で
は
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
（
国
際
通
貨
基
金
）
の
対
日
四
条

協
議
用
に
作
成
さ
れ
た
ス
タ
ッ
フ
報
告
書⑴

と
そ
れ
に
関
連

す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー⑵

（
執
筆
し
た
各
エ
コ
ノ
ミ
ス

ト
の
見
解
）
に
基
づ
い
て
、
日
本
経
済
の
長
期
的
課
題
の

分
析
を
紹
介
し
た
い
。
ス
タ
ッ
フ
報
告
書
等
で
は
、
急
速

な
高
齢
化
と
人
口
減
少
の
影
響
に
注
目
し
て
マ
ク
ロ
経
済

政
策
や
構
造
改
革
を
見
直
し
・
強
化
す
る
必
要
性
を
論
じ

て
お
り
、
今
後
の
日
本
の
経
済
政
策
を
検
討
す
る
上
で
参

考
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

⑴　

当
面
の
見
通
し
と
政
策

　

Ｉ
Ｍ
Ｆ
ス
タ
ッ
フ
に
よ
れ
ば
、
当
面
の
日
本
の
成
長
率

は
潜
在
成
長
力
を
上
回
っ
て
推
移
す
る
（
一
・
一
％
）
と

見
込
ま
れ
る
が
イ
ン
フ
レ
率
は
低
く
、
下
振
れ
リ
ス
ク
が

や
や
高
ま
っ
て
い
る
。
中
期
的
に
は
成
長
率
は
若
干
鈍
化

す
る
が
産
出
力
ギ
ャ
ッ
プ
は
縮
小
す
る
。
イ
ン
フ
レ
率

は
、
消
費
税
増
税
で
二
〇
二
〇
年
に
一
時
的
に
上
昇
し
た

後
で
中
期
的
に
高
ま
る
も
の
の
、
日
本
銀
行
の
タ
ー
ゲ
ッ

日�

本
経
済
の
長
期
的
課
題
～
I‌

M‌

F
（
国
際
通
貨
基
金
）

エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
の
分
析

佐
志
田　

晶　

夫
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ト
の
二
％
は
下
回
る
と
予
想
さ
れ
る
。

　

ス
タ
ッ
フ
報
告
書
は
、
当
面
の
財
政
・
金
融
政
策
に
つ

い
て
は
大
き
な
問
題
は
指
摘
し
て
い
な
い
が
、
政
策
運
営

枠
組
み
の
強
化
が
望
ま
し
い
と
し
て
以
下
の
よ
う
な
問
題

提
起
を
し
て
い
る
。

①
不
確
実
性
の
削
減
に
は
明
確
な
政
策
枠
組
み
が
必
要
。

経
済
・
財
政
見
通
し
の
独
立
し
た
評
価
に
依
拠
す
る
健
全

化
手
段
を
設
定
し
、
補
正
予
算
の
利
用
は
制
限
す
べ
き
で

あ
る
。
債
務
の
増
加
を
安
定
さ
せ
成
長
を
維
持
す
る
に

は
、
二
〇
二
一
年
以
降
は
年
次
で
Ｇ
Ｄ
Ｐ
対
比
〇
・
五
％

程
度
の
構
造
的
な
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
改
善
策
を
講

ず
べ
き
で⑶

あ
る
。
そ
の
基
本
的
手
段
に
は
、
消
費
税
の
漸

進
的
か
つ
着
実
な
増
税
と
医
療
費
の
抑
制
が
含
ま
れ
る
。

②
日
本
銀
行
に
よ
る
長
期
金
利
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し
た

フ
ォ
ワ
ー
ド
ガ
イ
ダ
ン
ス
と
イ
ン
フ
レ
目
標
と
の
関
係
を

よ
り
明
確
に
し
、
国
債
買
入
れ
の
量
的
ガ
イ
ダ
ン
ス
は
停

止
す
る
こ
と
を
提
案
す
る
。
イ
ン
フ
レ
目
標
政
策
の
枠
組

み
を
強
化
し
イ
ン
フ
レ
期
待
を
高
め
る
た
め
、
日
銀
ス

タ
ッ
フ
に
よ
る
イ
ン
フ
レ
予
測
を
前
提
と
な
る
政
策
と
合

わ
せ
て
公
表
す
べ
き
で
あ
る
。

⑵　

長
期
的
な
課
題
と
対
応
策

　

報
告
書
は
人
口
動
態
変
化
と
い
う
長
期
的
な
〝
向
か
い

風
〟
が
日
本
経
済
に
及
ぼ
す
影
響
に
関
し
、

①
構
造
改
革
政
策
が
マ
イ
ナ
ス
の
影
響
を
ど
れ
だ
け
軽
減

で
き
る
か
、

②
退
職
、
医
療
、
長
期
介
護
な
ど
の
支
出
増
加
を
賄
う
負

担
増
の
選
択
肢
と
そ
の
影
響
、

③
人
口
動
態
の
変
化
と
自
然
利
子
率
の
変
動
、
金
融
シ
ス

テ
ム
へ
の
影
響

な
ど
を
取
り
上
げ
て
分
析
・
検
討
し
て
い
る
。

　

な
お
、
報
告
書
で
用
い
ら
れ
た
モ
デ
ル
や
分
析
に
あ

た
っ
て
の
様
々
な
前
提
、
経
済
お
よ
び
経
済
的
厚
生
へ
の

影
響
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
の
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
に
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よ
る
ワ
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
が
参
照
さ
れ
、
公
表
さ
れ
て

い
る
。
本
稿
は
こ
れ
ら
の
資
料
を
参
考
に
し
て
い
る
。

二�
、
マ
ク
ロ
経
済
・
構
造
的
課
題
―
構

造
改
革
の
実
施

⑴�　

構
造
改
革
は
人
口
動
態
の
マ
ク
ロ
経
済
へ
の
影
響
を

覆
せ
る
か
？

　

ス
タ
ッ
フ
報
告
書
は
“Macroeconom

ic Effects of 

Japanʼs D
em

ographics: Can Structural Reform
s 

Reverse T
hem

?

”（
日
本
の
人
口
動
態
の
マ
ク
ロ
経
済

的
な
影
響
：
構
造
改
革
は
そ
れ
を
覆
せ
る
か
）
と
題
し
た

ワ
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
を
参
照
し
て
い
る
。
ワ
ー
キ
ン
グ

ペ
ー
パ
ー
は
冒
頭
で
〝Y

es, partly.

（
部
分
的
に
は
で

き
る
）〟
と
し
て
い
る
。
構
造
改
革
は
一
定
の
成
果
が
期

待
で
き
る
が
、
人
口
動
態
の
影
響
を
完
全
に
は
解
消
し
づ

ら
い
。
そ
う
で
あ
れ
ば
、
構
造
改
革
の
早
期
か
つ
着
実
な

実
施
を
行
う
べ
き
か
も
し
れ
な
い
。

　

ワ
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
で
は
二
〇
一
二
～
二
〇
一
七
年

の
趨
勢
が
続
く
と
想
定
し
た
日
本
経
済
の
経
路
を
求
め
、

人
口
の
高
齢
化
・
減
少
（
将
来
人
口
推
計
―
平
成
二
九
年

中
位
推
計
）
の
影
響
を
推
定
し
た
上
で
構
造
改
革
（
労
働

市
場
改
革
、
製
品
市
場
改
革
と
企
業
統
治
改
革
、
貿
易
・

対
内
投
資
促
進
な
ど
）
の
生
産
性
や
労
働
供
給
へ
の
効
果

を
別
途
推
定
し
て
モ
デ
ル
（
Ｇ
Ｉ
Ｍ
Ｆ
モ
デ
ル
）
に
投

入
、
経
済
の
将
来
的
な
変
化
を
推
定
し
て
い
る
。

　

モ
デ
ル
に
は
、
構
造
改
革
で
労
働
供
給
等
が
改
善
す
る

と
成
長
期
待
が
高
ま
り
、
企
業
の
設
備
投
資
と
家
計
の
消

費
（
将
来
所
得
の
増
加
を
期
待
）
が
増
え
る
メ
カ
ニ
ズ
ム

が
組
み
込
ま
れ
て
い
る
。
企
業
や
家
計
が
改
革
の
成
果
を

信
頼
す
る
か
が
期
待
要
因
と
し
て
支
出
に
影
響
す
る
こ
と

が
想
定
さ
れ
て
い
る
。

　

人
口
動
態
の
影
響
を
概
観
す
る
と
、
四
〇
年
後
（
二
〇

五
七
年
）
に
は
人
口
が
約
二
五
％
減
少
し
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
減
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少
幅
は
二
五
％
以
上
に
な
る
（
年
率
で
約
〇
・
八
％
）。

こ
れ
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
は
労
働
供
給
減
少
に
加
え
、
資
本
ス

ト
ッ
ク
の
低
下
（
資
本
収
益
率
低
下
が
影
響
）
や
高
齢
化

に
よ
る
生
産
性
低
下
も
影
響
す
る
た
め
で
あ
る
。
結
果
と

し
て
一
人
当
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
も
（
緩
や
か
だ
が
）
低
下
す
る
。

ま
た
、
公
的
債
務
残
高
の
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
は
上
昇
し
、
民

間
貯
蓄
の
減
少
で
経
常
収
支
は
悪
化
し
て
い
く
と
予
想
さ

れ
て
い
る
（
図
表
１
）。

⑵　

想
定
さ
れ
る
構
造
改
革
政
策

　

人
口
動
態
に
よ
る
ネ
ガ
テ
ィ
ブ
な
影
響
を
緩
和
す
る
に

は
、
構
造
改
革
政
策
に
よ
る
生
産
性
向
上
と
労
働
参
加
率

の
引
き
上
げ
が
必
要
で
あ
る
。
ワ
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
で

は
、
様
々
な
マ
ク
ロ
構
造
改
革
政
策
の
効
果
を
定
量
化
し

経
済
全
体
へ
の
長
期
的
な
波
及
効
果
を
推
定
し
て
い
る
。

取
り
上
げ
ら
れ
た
構
造
改
革
政
策
に
は
、
正
規
・
非
正
規

の
区
別
を
緩
和
し
非
正
規
労
働
者
に
対
す
る
教
育
・
訓
練

図表１　マクロ構造改革が行われない場合の人口動態の影響

〔出所〕�　IMF�Working�Paper�No.18/248�Figure1より。
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を
増
加
さ
せ
生
産
性
引
き
上
げ
を
図
る
政
策
や
女
性
（
北

欧
水
準
へ
）
や
高
齢
者
（
さ
ら
に
三
％
程
度
）
の
労
働
参

加
率
上
昇
、
外
国
人
労
働
者
増
加
に
よ
る
労
働
供
給
増
加

（
累
計
で
一
％
の
供
給
増
）、
製
品
市
場
改
革
や
企
業
改
革

に
よ
る
生
産
性
向
上
な
ど
が
あ
る
。

　

改
革
の
全
般
的
な
効
果
は
、
家
計
や
企
業
が
長
期
間
に

わ
た
っ
て
行
わ
れ
る
改
革
を
信
頼
す
る
か
（
資
本
収
益
率

向
上
を
期
待
し
た
設
備
投
資
増
や
恒
常
所
得
増
加
に
よ
る

消
費
増
が
発
生
）
に
よ
っ
て
変
化
す
る
。
改
革
実
施
が
信

頼
さ
れ
た
場
合
は
、
長
期
的
に
Ｇ
Ｄ
Ｐ
が
一
五
％
以
上
改

善
し
人
口
減
の
影
響
を
あ
る
程
度
相
殺
す
る
。

⑶　

構
造
改
革
政
策
の
効
果
～
信
頼
性
に
よ
っ
て
生
じ
る

相
違

　

改
革
の
継
続
的
な
実
施
が
信
頼
さ
れ
た
場
合
、
短
期
的

に
は
需
要
増
の
効
果
が
潜
在
生
産
力
を
上
回
る
た
め
イ
ン

フ
レ
圧
力
が
生
じ
、
抑
制
的
な
金
融
政
策
運
営
で
金
利
が

上
昇
す
る
と
想
定
さ
れ
る
。
家
計
や
企
業
の
イ
ン
フ
レ
期

待
は
、
当
初
一
％
と
設
定
（
日
銀
の
二
％
目
標
は
信
頼
さ

れ
て
い
な
い
）、
実
績
が
上
回
れ
ば
修
正
さ
れ
る
メ
カ
ニ

ズ
ム
を
組
み
込
み
、
イ
ン
フ
レ
率
は
徐
々
に
高
ま
る
。
も

し
、
金
融
政
策
を
緩
和
的
に
す
れ
ば
、
イ
ン
フ
レ
率
は
さ

ら
に
上
昇
す
る
。
な
お
、
財
政
支
出
は
、
高
齢
化
に
関
連

す
る
支
出
は
高
齢
化
の
進
展
に
応
じ
て
増
加
し
他
の
支
出

は
一
人
当
り
で
一
定
で
推
移
す
る
と
仮
定
し
て
い
る
。

　

将
来
の
構
造
改
革
の
実
施
が
完
全
に
は
信
頼
さ
れ
な
い

場
合
、
実
質
で
の
長
期
的
な
改
善
効
果
は
あ
る
が
短
期
的

な
設
備
投
資
や
消
費
の
増
加
は
小
さ
く
、
イ
ン
フ
レ
率
が

高
ま
ら
ず
イ
ン
フ
レ
期
待
修
正
も
進
ま
な
い
。
名
目
Ｇ
Ｄ

Ｐ
な
ど
の
増
加
は
小
さ
く
（
図
表
２
）、
公
的
債
務
／
Ｇ

Ｄ
Ｐ
比
率
の
改
善
は
小
幅
な
も
の
に
止
ま
る
。
ワ
ー
キ
ン

グ
ペ
ー
パ
ー
で
は
〝
改
革
へ
の
完
全
な
信
頼
は
達
成
が
困

難
な
こ
と
を
踏
ま
え
れ
ば
、
改
革
実
施
が
も
た
ら
す
効
果

は
両
者
の
中
間
に
な
る
だ
ろ
う
〟
と
し
て
い
る
。
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⑷　

構
造
改
革
、
金
融
緩
和
に
加
え
て
消
費
税
増
税
に
よ

る
公
的
債
務
／
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
の
安
定
化

　

ワ
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
は
、
人
口
減
少
・
高
齢
化
に
よ

る
公
的
債
務
／
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
の
悪
化
を
完
全
に
相
殺
す
る

に
は
、
構
造
改
革
に
よ
る
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
の
向
上
と

金
融
緩
和
で
の
金
利
負
担
抑
制
に
加
え
、
消
費
税
増
税
に

よ
る
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
黒
字
化
が
必
要
だ
と
し
て

い
る
。
長
期
的
な
公
的
債
務
／
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
改
善
の
内
訳

で
は
、
構
造
改
革
に
よ
る
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
増
加
と
消
費
税
増

税
に
よ
る
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
改
善
の
寄
与
が
大
き

い
（
図
表
３
）。

　

た
だ
し
、
こ
の
結
果
は
継
続
的
な
構
造
改
革
実
施
が
信

頼
さ
れ
て
設
備
投
資
や
消
費
の
増
加
が
生
じ
、
イ
ン
フ
レ

率
の
上
昇
と
イ
ン
フ
レ
期
待
の
改
善
に
つ
な
が
る
と
い
う

メ
カ
ニ
ズ
ム
を
前
提
と
し
た
も
の
で
あ
る
。
筆
者
は
、
改

革
が
完
全
な
信
頼
を
得
ら
れ
な
か
っ
た
場
合
に
は
、
イ
ン

フ
レ
率
や
名
目
Ｇ
Ｄ
Ｐ
な
ど
へ
の
効
果
は
小
幅
な
も
の
に

図表２�　構造改革の効果～改革なしの場合との差（構造改革への信頼度で場
合分け：単位（％））

（注）　LR は長期（定常状態（40年以上））での効果
〔出所〕�　IMF�“Staff��Report�For�The�2018�Article�IV�Consultation,”�November,�2018
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止
ま
る
と
の
分
析
を
踏
ま
え
た
対
応
を
図
る
必
要
が
あ
る

と
考
え
る
。

　

実
際
に
は
イ
ン
フ
レ
率
が
ど
れ
だ
け
上
昇
し
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成

長
率
は
ど
う
推
移
す
る
か
に
応
じ
て
対
応
し
て
い
く
こ
と

が
必
要
に
な
る
だ
ろ
う
。
長
期
的
な
財
政
健
全
化
の
た

め
、
追
加
的
な
消
費
税
増
税
の
段
階
的
な
実
施
な
ど
に
よ

る
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
黒
字
化
の
必
要
性
が
よ
り
高

ま
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
る
。

三�

、
退
職
、
医
療
、
長
期
介
護
な
ど
社

保
障
支
出
増
加
の
財
源

⑴�　

Ｉ
Ｍ
Ｆ
ス
タ
ッ
フ
に
よ
る
分
析
の
問
題
意
識
と
分
析

枠
組
み

　

現
行
の
日
本
の
社
会
保
障
シ
ス
テ
ム
を
前
提
と
す
れ

ば
、
人
口
動
態
の
変
化
で
年
金
や
医
療
な
ど
の
支
出
増
加

が
続
く
と
予
想
さ
れ
る
。
高
齢
化
の
費
用
を
ど
う
負
担
す

図表３　構造改革と消費税増税の公的債務負担改善効果

（注）　LR は長期（定常状態（40年以上））での効果
〔出所〕�　IMF�Working�Paper�No.18/248�Figure8。
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る
か
が
、
ス
タ
ッ
フ
報
告
書
と
カ
ン
ト
リ
ー
レ
ポ
ー
ト

〝JA
PA

N
 SELECT

ED
 ISSU

ES

（
日
本
、
選
別
さ
れ

た
課
題⑷

）〟
や
関
連
す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
で
取
り

上
げ
ら
れ
、
経
済
成
長
と
世
代
別
・
所
得
階
層
別
の
経
済

的
厚
生
へ
の
影
響
が
論
じ
ら
れ
て
い
る
。

　

代
替
的
な
政
策
の
影
響
を
評
価
す
る
た
め
、
マ
ク
ロ
構

造
改
革
の
分
析
で
用
い
ら
れ
た
の
と
は
別
の
モ
デ
ル
が
使

用
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
世
代
重
複
型
モ
デ
ル
の
枠
組
み

で
、
同
一
世
代
内
で
ス
キ
ル
の
差
が
あ
る
と
前
提
、
企
業

（
法
人
・
個
人
）
部
門
は
税
制
の
変
化
に
反
応
す
る
も

の
。
こ
の
モ
デ
ル
に
よ
り
、
負
担
方
法
の
相
違
が
経
済
主

体
の
行
動
に
影
響
し
て
個
人
の
労
働
供
給
や
企
業
の
設
備

投
資
を
左
右
し
、
経
済
成
長
や
階
層
別
・
世
代
別
の
所
得

に
ど
の
よ
う
に
影
響
す
る
か
を
分
析
対
象
に
で
き
る
。

　

高
齢
化
に
よ
る
医
療
や
介
護
関
連
の
支
出
増
加
を
推
定

す
る
た
め
、
厚
生
労
働
省
の
デ
ー
タ
に
基
づ
い
て
一
人
当

り
医
療
、
介
護
費
用
と
自
己
負
担
率
を
年
齢
階
層
別
に
み

る
と
、
一
人
当
た
り
支
出
は
年
齢
の
上
昇
と
共
に
指
数
関

数
的
に
増
加
す
る
。
こ
の
た
め
高
齢
者
比
率
が
上
昇
す
る

と
と
も
に
関
連
す
る
支
出
の
総
額
が
増
加
す
る
と
考
え
ら

れ
る
。

　

一
方
、
医
療
費
な
ど
の
年
齢
階
層
別
の
自
己
負
担
率

は
、
二
〇
歳
か
ら
六
四
歳
ま
で
が
平
均
で
一
七
・
三
％
な

の
に
対
し
て
、
六
五
歳
か
ら
六
九
歳
は
一
五
・
三
％
、
七

〇
歳
か
ら
七
四
歳
で
は
九
・
三
％
、
七
五
歳
以
上
は
平
均

で
約
八
・
五
％
で
あ
る
。
人
口
構
成
の
高
齢
化
で
低
負
担

率
の
年
齢
層
の
比
率
が
上
昇
し
て
い
く
こ
と
は
、
社
会
保

障
費
用
関
連
の
財
政
支
出
を
増
や
し
、
世
代
間
で
負
担
の

差
を
広
げ
る
要
因
と
も
な
り
う
る
。
こ
う
し
た
課
題
へ
の

対
策
と
し
て
、
増
税
や
年
齢
階
層
別
の
自
己
負
担
率
引
き

上
げ
が
選
択
肢
と
し
て
検
討
さ
れ
て
い
る
。

　

高
齢
化
に
伴
っ
て
年
金
と
医
療
・
介
護
費
用
（
高
齢
化

関
連
支
出
）
が
増
加
し
、
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
で
は
現
状
の
約
一

八
％
か
ら
二
〇
五
七
年
に
約
二
四
％
ま
で
上
昇
す
る
と
見
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込
ま
れ
る
。
モ
デ
ル
分
析
で
は
年
金
関
連
の
負
担
増
は
マ

ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
制
度
に
よ
っ
て
あ
る
程
度
は
歯
止
め

が
か
か
る
た
め
（
物
価
上
昇
の
効
果
）、
二
〇
三
〇
年
ま

で
の
高
齢
化
関
連
支
出
増
加
は
医
療
・
介
護
費
用
に
よ
る

部
分
が
大
き
い
。

　

ワ
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
で
は
、
高
齢
化
関
連
支
出
の
増

加
を
賄
い
、
長
期
的
な
財
政
の
健
全
性
（
公
的
債
務
／
Ｇ

Ｄ
Ｐ
比
率
の
安
定
化
）
を
保
つ
負
担
増
加
の
基
本
ケ
ー
ス

と
し
て
、
も
っ
ぱ
ら
消
費
税
増
税
で
対
応
す
る
場
合
に
必

要
な
税
率
が
試
算
さ
れ
て
い
る
。
そ
れ
に
よ
る
と
二
〇
三

〇
年
に
一
五
％
、
二
〇
五
〇
年
に
は
二
〇
％
へ
の
段
階
的

な
消
費
税
率
引
き
上
げ
が
求
め
ら
れ
る
。
ワ
ー
キ
ン
グ

ペ
ー
パ
ー
は
、
こ
の
基
本
ケ
ー
ス
と
対
比
し
て
、
代
替
的

な
調
達
方
法
の
経
済
や
所
得
分
配
へ
の
影
響
を
分
析
し
て

い
る
。

⑵　

負
担
方
法
の
選
択
肢
と
経
済
へ
の
影
響

　

代
替
的
な
負
担
増
の
手
段
と
し
て
、
消
費
税
、
個
人
所

得
税
増
税
（
社
会
保
障
の
負
担
を
含
む
）、
医
療
費
な
ど

で
の
自
己
負
担
比
率
の
引
き
上
げ
、
負
担
増
を
先
延
ば
し

し
て
政
府
債
務
増
加
（
借
入
）
で
対
処
し
た
場
合
を
検
討

す
る
。
調
達
手
段
の
違
い
は
経
済
主
体
の
行
動
変
化
を
通

じ
て
経
済
活
動
に
影
響
し
、
ま
た
、
負
担
の
程
度
が
所
得

階
層
（
ス
キ
ル
の
差
を
反
映
）
別
に
異
な
る
た
め
、
経
済

的
厚
生
面
の
影
響
が
生
じ
る
。

　

代
替
的
な
方
法
で
負
担
増
を
（
一
部
）
賄
う
場
合
に

は
、
公
的
債
務
／
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
を
安
定
化
さ
せ
る
（
基
本

ケ
ー
ス
で
は
二
〇
〇
％
水
準
）
た
め
に
必
要
な
消
費
税
率

が
変
化
す
る
。
個
人
所
得
税
（
社
会
保
障
費
）
を
引
き
上

げ
る
場
合
（
段
階
的
に
八
％
）、
消
費
税
率
の
引
き
上
げ

も
必
要
だ
が
、
引
き
上
げ
幅
は
約
八
％
に
抑
制
で
き
る

（
一
六
％
に
ま
で
引
上
げ
）。
モ
デ
ル
に
よ
る
分
析
で
は
、

実
効
個
人
所
得
税
率
（
社
会
保
障
負
担
を
含
む
）
の
上
昇
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が
労
働
供
給
等
に
影
響
し
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
二
五
年
間
で
四
％

低
下
、
長
期
的
に
七
％
低
下
す
る
と
推
計
さ
れ
る
。

　

消
費
税
増
税
に
よ
る
負
担
増
を
約
一
五
年
間
先
延
ば
し

し
て
（
二
〇
一
九
年
の
引
き
上
げ
も
実
施
し
な
い
）、
二

〇
四
〇
年
以
降
に
は
公
的
債
務
／
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
を
安
定
化

（
水
準
は
三
〇
〇
％
に
上
昇
、
実
質
金
利
は
一
％
と
仮

定
）
さ
せ
る
よ
う
に
消
費
税
を
増
税
す
る
場
合
、
二
九
％

ま
で
税
率
を
引
き
上
げ
る
必
要
が
あ
る
。
こ
の
場
合
、
モ

デ
ル
分
析
で
は
ク
ラ
ウ
デ
ィ
ン
グ
ア
ウ
ト
効
果
が
発
生
、

民
間
部
門
の
設
備
投
資
が
八
％
近
く
低
下
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
は
一

〇
年
後
に
基
本
ケ
ー
ス
よ
り
四
％
低
く
な
り
、
二
〇
年
後

に
は
一
五
％
以
上
、
長
期
的
に
は
約
二
〇
％
低
下
す
る

（
図
表
４
）。

　

最
後
に
、
高
齢
者
（
六
五
歳
以
上
）
の
医
療
・
介
護
の

自
己
負
担
率
を
二
〇
年
間
か
け
て
段
階
的
に
現
役
世
代

（
二
〇
歳
か
ら
六
四
歳
）
並
み
に
引
き
上
げ
る
場
合
、
医

療
・
介
護
関
連
の
支
出
は
八
％
減
少
す
る
。
一
方
、
公
的

債
務
／
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
の
安
定
化
に
必
要
な
消
費
税
率
引
上

げ
の
抑
制
効
果
は
三
％
程
度
に
止
ま
る
（
一
七
％
に
ま
で

引
上
げ
）。
ま
た
、
世
代
別
・
所
得
階
層
別
の
経
済
的
厚

生
へ
の
影
響
が
懸
念
さ
れ
る
。

⑶　

世
代
別
、
所
得
階
層
別
の
経
済
的
厚
生
へ
の
影
響

　

負
担
方
法
の
違
い
は
マ
ク
ロ
経
済
面
だ
け
で
は
な
く
、

世
代
間
や
所
得
階
層
別
の
所
得
や
経
済
的
厚
生
に
も
影
響

を
及
ぼ
す
。
消
費
税
増
税
の
ケ
ー
ス
を
基
準
と
し
た
経
済

的
厚
生
水
準
の
変
化
率
を
、
①
個
人
所
得
税
増
税
な
ど
負

担
増
加
、
②
負
担
増
を
先
延
ば
し
し
た
上
で
消
費
税
増

税
、
③
医
療
費
な
ど
の
自
己
負
担
率
引
上
げ
、
に
つ
い
て

概
観
す
る
。

①
社
会
保
障
負
担
（
個
人
所
得
税
）
引
上
げ
の
厚
生
へ
の

影
響

　

退
職
者
や
高
齢
労
働
者
に
は
個
人
所
得
に
応
じ
た
負
担

増
の
影
響
は
限
定
的
で
あ
り
、
消
費
税
率
の
引
上
げ
が
抑
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制
さ
れ
る
と
経
済
的
厚
生
は
改
善
す
る
。
一
方
、
若
年
労

働
者
と
将
来
世
代
は
損
失
を
被
る
（
平
均
で
生
涯
約

五
％
）。
加
え
て
、
累
進
性
に
よ
り
ス
キ
ル
水
準
が
高
い

（
高
所
得
）
層
へ
の
影
響
が
大
き
い
。
下
位
三
分
の
一
の

層
は
生
涯
で
約
四
％
の
損
失
だ
が
上
位
一
％
の
層
で
は
約

八
％
の
損
失
と
推
定
さ
れ
る
。

②
負
担
増
を
先
延
ば
し
し
た
場
合
の
厚
生
へ
の
影
響

　

先
延
ば
し
に
よ
り
現
在
の
退
職
者
の
厚
生
は
改
善
す
る

が
、
将
来
世
代
に
加
え
現
役
労
働
者
で
も
損
失
を
被
る
者

が
少
な
く
な
い
。
こ
れ
は
設
備
投
資
減
少
に
よ
る
経
済
水

準
低
下
が
多
く
の
世
代
に
影
響
す
る
た
め
。
平
均
で
は
生

涯
の
厚
生
が
一
六
％
低
下
す
る
と
の
結
果
で
あ
る
。

③
高
齢
者
（
六
五
歳
以
上
）
の
自
己
負
担
率
引
上
げ
の
厚

生
へ
の
影
響

　

こ
の
場
合
は
、
消
費
税
の
増
税
幅
抑
制
に
よ
っ
て
将
来

世
代
の
厚
生
は
若
干
改
善
す
る
。
た
だ
し
、
医
療
・
介
護

の
利
用
は
所
得
水
準
で
大
き
く
異
な
ら
な
い
た
め
に
逆
進

図表４　異なる負担方法のGDPへの影響

〔出所〕�　IMF�Working�Paper�No.18/249�Figure8より。
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的
な
効
果
が
生
じ
る
。
現
時
点
で
一
八
歳
か
ら
九
〇
歳
の

層
で
み
る
と
所
得
階
層
の
下
位
九
九
％
で
経
済
的
厚
生
が

低
下
す
る
。
若
年
・
低
所
得
者
層
へ
の
影
響
が
特
に
大
き

く
、
下
位
三
分
の
一
の
所
得
階
層
で
は
生
涯
の
経
済
的
厚

生
の
低
下
は
最
大
六
％
に
な
る
。
自
己
負
担
率
引
上
げ
を

行
う
場
合
に
は
低
所
得
者
層
へ
の
補
完
的
な
措
置
が
必
要

だ
ろ
う
。

　

な
お
、
人
口
動
態
の
変
化
（
出
生
率
高
位
ケ
ー
ス
を
前

提
）
や
医
療
関
連
の
効
率
化
（
一
二
年
間
で
一
〇
％
改

善
）
が
、
公
的
債
務
／
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
率
安
定
化
に
必
要
な
消

費
税
率
を
ど
う
変
化
さ
せ
る
か
を
モ
デ
ル
で
分
析
す
る

と
、
人
口
動
態
の
改
善
で
は
三
％
、
医
療
関
連
の
効
率
化

で
は
二
％
強
の
増
税
幅
抑
制
が
見
込
ま
れ
る
。
こ
う
し
た

面
で
の
対
応
も
合
わ
せ
て
行
う
こ
と
が
必
要
だ
ろ
う
。

四�

、
人
口
動
態
の
変
化
と
自
然
利
子

率
、
金
融
シ
ス
テ
ム
の
リ
ス
ク
評
価

⑴　

人
口
動
態
と
自
然
利
子
率

　

人
口
動
態
の
変
化
は
金
融
面
へ
の
影
響
も
大
き
い
。
ス

タ
ッ
フ
報
告
書
お
よ
び
関
連
の
ワ
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
で

は
、
日
本
の
高
齢
化
・
人
口
減
少
が
自
然
利
子
率
を
低
下

さ
せ
、
金
融
政
策
の
効
果
を
低
下
さ
せ
て
き
た
可
能
性
を

取
り
上
げ
、
自
然
利
子
率
へ
の
人
口
動
態
の
影
響
は
時
と

共
に
大
き
く
な
っ
た
と
し
て
い
る
。

　

ワ
ー
キ
ン
グ
ペ
ー
パ
ー
で
は
、
生
産
年
齢
人
口
の
減
少

に
よ
り
グ
ロ
ー
バ
ル
金
融
危
機
後
の
平
均
で
、
自
然
利
子

率
は
約
〇
・
三
％
低
下
し
た
と
推
定
し
て
い
る
。
影
響
の

大
き
さ
は
、
二
〇
一
〇
年
第
一
四
半
期
は
〇
・
二
％
未
満

だ
っ
た
が
、
二
〇
一
八
年
第
一
四
半
期
に
は
〇
・
四
％
に

増
加
し
た
と
み
ら
れ
る
。
日
本
の
自
然
利
子
率
は
マ
イ
ナ
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ス
に
な
っ
て
い
る
可
能
性
が
あ
り
、
今
後
は
人
口
動
態

（
生
産
年
齢
人
口
減
少
）
の
影
響
に
よ
る
自
然
利
子
率
低

下
が
さ
ら
に
進
み
か
ね
な
い
。
こ
の
た
め
構
造
改
革
に

よ
っ
て
潜
在
成
長
力
を
高
め
る
こ
と
が
さ
ら
に
重
要
に
な

る
と
考
え
ら
れ
る
。

⑵　

地
域
銀
行
の
収
益
環
境
悪
化

　

ス
タ
ッ
フ
報
告
書
で
は
、
日
本
の
金
融
情
勢
に
関
連
し

て
地
域
銀
行
の
収
益
状
況
を
取
り
上
げ
て
い
る
。
こ
れ
は

内
容
的
に
は
金
融
庁
な
ど
の
分
析
と
大
き
く
は
異
な
ら
な

い
が⑸

、
簡
単
に
紹
介
し
た
い
。
報
告
書
は
〝
地
域
銀
行
の

伝
統
的
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
は
、
悪
影
響
を
及
ぼ
す
人
口

動
態
の
動
き
と
長
引
く
低
金
利
に
よ
り
困
難
が
生
じ
て
い

る
。〟
と
し
て
、
人
口
の
減
少
・
高
齢
化
が
貸
出
需
要
を

減
少
さ
せ
る
こ
と
な
ど
で
コ
ア
収
益
性
が
低
下
し
て
い
る

と
指
摘
し
て
い
る
。

　

ス
タ
ッ
フ
報
告
書
は
、
地
域
銀
行
は
収
益
の
多
様
化
や

効
率
化
（
Ｉ
Ｔ
の
活
用
）、
統
合
な
ど
を
行
う
べ
き
で
あ

り
、
ま
た
、
資
産
保
有
の
多
様
化
（
投
資
信
託
、
外
債
投

資
、
不
動
産
フ
ァ
ン
ド
）
に
応
じ
た
リ
ス
ク
管
理
体
制
強

化
を
行
う
べ
き
だ
と
し
て
い
る
。
こ
れ
は
日
本
の
当
局
も

同
様
な
認
識
だ
と
み
ら
れ
る
。
地
域
銀
行
の
経
営
陣
が
ビ

ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
再
構
築
を
行
っ
て
い
く
こ
と
が
、
ま
す

ま
す
重
要
に
な
っ
て
き
て
い
る
。

五
、
結
び
に
代
え
て

　

以
上
で
概
観
し
た
よ
う
に
、
ス
タ
ッ
フ
報
告
書
は
短
期

的
な
経
済
政
策
運
営
に
は
大
き
な
異
論
や
問
題
点
を
指
摘

し
て
い
な
い
が
、
人
口
動
態
の
影
響
を
踏
ま
え
た
中
期
・

長
期
的
な
課
題
に
つ
い
て
は
、
対
応
の
重
要
さ
と
困
難

さ
、
政
策
の
実
施
に
対
す
る
信
頼
を
得
る
こ
と
の
必
要
性

を
様
々
な
分
析
に
基
づ
い
て
論
じ
て
い
る
。

　

ス
タ
ッ
フ
報
告
書
が
提
起
し
た
課
題
や
分
析
と
類
似
し
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た
議
論
は
、
国
内
で
も
様
々
な
論
者
が
取
り
上
げ
て
い

る
。
だ
が
、
マ
ク
ロ
構
造
改
革
の
必
要
性
や
財
政
の
健
全

性
維
持
の
重
要
性
が
幅
広
く
国
民
に
共
有
さ
れ
て
い
る
か

は
疑
問
が
あ
る
。
長
期
的
・
継
続
的
な
対
応
が
必
要
で
あ

り
、
世
代
・
所
得
階
層
毎
に
負
担
や
影
響
が
異
な
る
だ
け

に
、
国
民
の
問
題
へ
の
認
識
を
深
め
政
策
へ
の
コ
ン
セ
ン

サ
ス
を
形
成
す
る
努
力
が
重
要
で
あ
る
。

　

も
ち
ろ
ん
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
ス
タ
ッ
フ
の
分
析
に
は
一
定
の
客

観
性
、
信
頼
性
が
あ
る
が
、
前
提
や
モ
デ
ル
の
枠
組
み
な

ど
へ
の
異
論
の
余
地
は
あ
る
。
例
え
ば
、
社
会
的
な
環
境

整
備
を
行
っ
て
高
齢
者
や
女
性
の
労
働
参
加
率
を
さ
ら
に

高
め
る
こ
と
は
可
能
か
も
し
れ
な
い
。
と
は
い
え
、
高
齢

化
・
人
口
減
少
の
課
題
先
進
国
で
あ
る
日
本
が
、
こ
う
し

た
分
析
を
参
考
に
し
て
問
題
の
困
難
さ
を
認
識
し
、
代
替

的
な
構
造
改
革
政
策
に
む
け
て
粘
り
強
く
取
組
む
こ
と
は

重
要
で
あ
り
、
同
様
な
問
題
に
向
か
う
他
の
諸
国
に
も
参

考
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る⑹

。

（
注
）

⑴　

IM
F Country Report N

o. 18/333 

“Staff Report For T
he 

2018 A
rticle IV

 Consultation,

” Novem
ber, 2018

お
よ
び
Ｉ
Ｍ

Ｆ
、
プ
レ
ス
リ
リ
ー
スhttps://w

w
w
.im

f.org/ja/N
ew

s/A
rti-

cles/2018/11/28/pr18442-japan-2018-article-iv-consultation　

（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
理
事
会
、
二
〇
一
八
年
の
対
日
四
条
協
議
を
終
了
、
二
〇
一

八
年
一
一
月
二
八
日
）
を
参
照
。

⑵　

M
ariana C

olacelli and E
m

ilio F
ernandez C

orugedo:

“Macroeconom
ic E

ffects of Japanʼs D
em

ographics: C
an 

Structural Reform
s Reverse T

hem
?

”, IM
F W

orking Paper 
N
o. 18/248, N

ovem
ber 2018, Ellen R. M

cGrattan, K
azuaki 

M
iyachi, and A

drian P
eralta-A

lva: 

“On F
inancing 

Retirem
ent, H

ealth, and Long-term
 Care in Japan

”, IM
F 

W
orking Paper N

o. 18/249, N
ovem

ber 2018, F
ei H

an:

“Dem
ographics and N

atural Rate of Interest in Japan

”. 
IM

F W
orking Paper, N

o. 19/3, February 2019,

を
参
照
。

⑶　

報
告
書
の
付
属
文
書
Ⅴ
で
は
、
財
政
の
中
長
期
見
通
し
（
二
〇
二

三
年
ま
で
お
よ
び
二
〇
三
〇
年
ま
で
）
と
ス
ト
レ
ス
シ
ナ
リ
オ
で
の

分
析
を
行
っ
て
い
る
。
二
〇
二
三
年
ま
で
は
公
的
債
務
／
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比

率
は
悪
化
し
な
い
が
、
そ
の
後
は
人
口
動
態
の
影
響
な
ど
で
悪
化
す

る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。

⑷　

IM
F Country Report N

o. 18/334, 

“JA
PA

N
 SELECT

ED
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ISSU

E
S

”, N
ovem

ber 2018

の
第
二
章
“FIN

A
N
C
IN

G
 T

H
E 

CO
ST

S O
F JA

PA
N
ʼS D

EM
O
GRA

PH
IC T

RA
N
SIT

IO
N

”を

参
照
。

⑸　

金
融
庁
：〝
変
革
期
に
お
け
る
金
融
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
む
け
て
～

金
融
行
政
の
こ
れ
ま
で
の
実
践
と
今
後
の
方
針
（
平
成
三
〇
事
務
年

度
）～
〟
平
成
三
〇
年
九
月
二
六
日
、
図
表
Ⅲ

－

4

－

⑵

－

3
地
域
銀

行
の
本
業
赤
字
の
状
況
な
ど
を
参
照
。

⑹　

日
本
が
議
長
国
の
今
年
の
Ｇ
20
、
財
務
ト
ラ
ッ
ク
で
は
〝
高
齢
化

の
課
題
・
政
策
対
応
〟
を
世
界
経
済
の
課
題
の
一
つ
に
取
り
上
げ
て

い
る
。

�

（
さ
し
だ　

あ
き
お
・
当
研
究
所
特
任
リ
サ
ー
チ
・
フ
ェ
ロ
ー
）


